予算要求資料
平成27年度当初予算　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：交通安全対策推進費
	事業名　キッズセーフティ推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）
環境生活部　環境生活政策課　生活・交通安全係
電話番号：058-272-1111（内2391 ）　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　　　　　349千円（前年度予算額：349千円）

＜財源内訳＞

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	349
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	349

	要求額
	349
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	349

	1月29日時点
査定額
	349
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	349

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
後部座席のシートベルト着用が義務化されたが、運転席、助手席に比べ、
依然として低い着用割合となっている。
※運転席97.3％、助手席94.9％、後部座席32.1％（H25調査結果：県内一般道）

チャイルドシートの使用状況は、１歳～４歳は63.6％であるものの、５

　　歳になると40.5％と低い割合となっている。（H26調査結果）
　　　交通事故防止に役立つだけでなく、将来、社会適応できる基礎作りともな
ることから、子どもの頃からの交通安全教育が不可欠である。
  　　児童と幼児（保護者）を対象に、体験型の交通安全教育により「シートベ
ルトの重要性」を認識してもらうとともに、指導者に交通安全教育の推進の　
ために必要な知識、指導技術を提供する。
（２）事業内容

　　①スクールセーフティ（小学生へのシートベルト着用効果体験事業）

（事業費86千円）
　　　実施時期：平成27年５月～平成28年３月

　　　対象者　：県内小学校のうち約20校の小学校

　　②キッズセーフティ（幼児及び保護者へのチャイルドシート使用徹底事業）

（事業費52千円）
　　　実施時期：平成27年５月～平成28年３月

　　　対象者　：県内保育所、幼稚園のうち約10か所に通う年長児を中心とし
　　　　　　　　た園児及びその保護者

　　③幼児交通安全教育指導者研修会　（事業費211千円）
　　　実施時期：平成27年11月 ２会場（予定）
　　　対象者　：保育士、幼稚園教諭、交通ボランティア、県内市町村の交通指
　　　　　　　　導員・交通安全担当職員等（各定員100名）
（３）県負担・補助率の考え方

　　　交通安全対策は、県民の生命を守るための重要な施策であるため、県が主
体となって事業を推進していく必要がある。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	　　　78
	研修会講師謝礼

	旅費
	　　 120
	研修会講師旅費、シートベルト体験事業等にかかる旅費　　　　　

	需用費
	　　　73
	研修会教材費、講師弁当代

	役務費
	　　　20
	郵便代等

	使用料及び賃借料
	58
	高速道路利用料

	合計
	　　 349
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　交通安全対策基本法に基づき、交通事故の根絶を目指して策定された「第

　　９次岐阜県交通安全計画」では、平成27年度までに死者数を100人以下、
死傷者数を13,000人以下とする目標を掲げている。
（２）後年度の財政負担
　　　「交通安全は家庭から」を合言葉に、今後も継続して児童及び幼児と保護

　　者へ交通ルールと正しい交通マナーの普及を推進し、子どもの交通事故防止

　　に努める。
（３）事業主体及びその妥当性
　　　地域と一体となって、犯罪や暴力、事故の撲滅・防止を図り、安心して暮

らせる地域をつくるため、県がその主体的役割を果たすことが重要である。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
児童と幼児（保護者）を対象に、体験型の交通安全教育により「シートベルトの重要性」を認識してもらうとともに、指導者に交通安全教育推進のために必要な知識、指導技術を提供する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	小学校シートベルト
事業実施校数
	（H23）
	20校
（H24）
	41校

（H25）
	61校

（H26）
	80校

（H27）
	76.3％


	幼児チャイルドシート事業実施園数
	（H23）
	6園
（H24）
	15園
（H25）
	25園
（H26）
	40園

（H27）
	62.5％


	研修会受講者数

	（H23）
	99人
（H24）
	203人

（H25）
	291人
（H26）
	400人

（H27）
	72.8％



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）小学校へのシートベルト着用効果体験事業

　　実施時期：平成26年５月～平成26年12月

　　対象者 ：県内小学校　20校

　　参加人数（予定含む）：1,247人

（２）幼児及び保護者へのチャイルドシート使用徹底事業

　　実施時期：平成26年５月～平成27年２月

　　対象者 ：県内保育所、幼稚園　10園

　　参加人数（予定含む）：747人
（３）幼児交通安全教育指導者研修会

　　実施時期：平成26年12月1日　参加人数：88名

　　対象者 : 保育士、幼稚園教諭、交通ボランティア、県内市町村の交通　　　　　指導員・交通安全担当職員等


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

シートベルト体験事業では、時速５ｋｍでの衝突体験を体感することで、
子ども達自身に命の大切さを実感してもらうとともに、保護者の方にもシ
ートベルト着用の重要性を認識いただいた。

指導者研修会では、日頃から交通安全の活動に携わっている交通安全指
導員のみならず幼児により身近な保育士や幼稚園教諭にも幅広く参加を呼
びかけ、現場での交通安全教育に活かせるものとした。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	　子どもの交通事故は、基本的な交通ルールが身についていないことによるものが多く、シートベルト着用を含め、日々繰り返しの交通安全指導が不可欠である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	　小学校20校（1,247人）、保育所及び幼稚園10園（747人）への着用体験事業を実施し、交通安全への意識啓発を図っている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　指導者研修会は、保育士、幼稚園教諭らも対象とすることで、子どもにより身近な方からの教育・啓発にも繋げている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
後部座席の着用率や５歳児のチャイルドシート使用率が依然として低い水
準にあることから、関係機関と連携し、一過性で終わらないよう継続的に啓発を行っていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

「交通安全は家庭から」を合言葉に、今後も継続して児童及び幼児と保護
者へ交通ルールと正しい交通マナーの普及を推進し、子どもの交通事故防止に努める。


